
様式第１号（第３条及び４条関係） 

  年  月  日 

下水道排水設備指定工事店指定申請書 

（新規・更新） 

早 島 町 長 様 

申 
 
 
 

請 
 
 
 

者 

ふり  がな 
名 称 

 

代表者 

住 所  

ふり がな 
氏 名 

 

電話   （    ） 

ふ り が な 
営業所所在地 

 

 

電話   （    ） 

 ※ 代表者の住所は，住民票にある住所を記載すること。 

〔添付書類〕 

１ 申請者（法人の場合は代表者）の住民票の写し 

２ 法人にあっては，履歴事項全部証明書及び定款の写し 

３ 営業所の平面図及び付近見取り図 （様式第２号） 

４ 工事の施工に必要な機械器具を有することを証する書類 （様式第３号） 

５ 責任技術者名簿（様式第４号）及び責任技術者証の写し 

６ 専属することとなる責任技術者の雇用関係を証する書類 

７ 市町村税の滞納がないことを証する書類（法人の場合は代表者及び法人） 

８ 営業所となる所在地の固定資産税評価証明書（土地・建物登記事項証明書でも可）あ

るいは土地及び建物を借用している場合は，貸借契約書の写し（建物についての証明が

必要） 

９ 身分証明書及び誓約書（様式第５号） 

10 指定工事店証の写し（更新の場合のみ） 

11 その他町長が必要と認める書類 

 

 



様式第２号（第４条関係） 

 

営業所の平面図及び付近見取図 

 

 平 面 図 

                                  面積    ㎡ 

 付近見取図 

 

（注）１ 営業所の外部及び内部の状態がわかる写真を添付すること。 

   ２ 平面図は，事務所内の間口及び奥行きの寸法，電話・机等の設備状況を記入す

ること。 

   ３ 付近見取図は，主な目標を入れて分かりやすく記入すること。 



様式第３号（第４条関係） 

 

 

機 械 器 具 調 書 

 

  年  月  日現在 

 

種    別 名    称 数 量 備 考 

管の切断用の機械器具    

測量用の器具    

掘削用の機械器具    

埋め戻し用の機械器具    

 

（注） 

１ 名称の欄には金切り鋸等の『管の切断用の機械器具』，レベル，テープ等の『測量用

の器具』，スコップ，つるはし等の『掘削用の機械器具』，タンパ等の『埋め戻し用の

機械器具』その他これらと同等以上の機能を有するものを記入すること。 

２ 写真添付のこと。 

 ※ 写真はＬ判以上で，Ａ４サイズにまとめること。 

 ※ 種別に記載した機械器具毎に写真を添付し，空欄に写真の内容を記載すること。 

 



様式第４号（第４条関係） 

 

  年  月  日 

責  任  技  術  者  名  簿 
 早 島 町 長 様 

指 定 番 号    第       号 

名   称 

〒    － 

営業所所在地 

電話 

代表者氏名              

 

ふ り が な
 

責任技術者名 
住     所 登録番号 摘要 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

  （注）摘要欄には，専属・所属の別を記入すること。 

〔添付書類〕 

１ 責任技術者証（表，裏面）の写し 

２ 専属を確認できるものとして，下記のうちいずれか一つ（専属する責任技術者に限る） 

 ① 組合健康保険，政府管掌健康保険被保険者証（雇用関係を証明できない国民健康保

険被保険者証は除く）あるいは確認済の被保険者標準報酬決定通知書の写し 

 ②  賃金台帳及び源泉徴収簿あるいは所得税納付額領収書の写し 

 



様式第５号（第４条関係） 

 

               誓    約    書 

 

 下水道排水設備指定工事店の指定の申請（新規・更新・変更）にあたり，申請者本人及

びその役員（監査役を含む。）が下水道条例第５条の３第５号イからカのいずれにも該当

しない者であることを誓約します。 

 

                                年  月  日 

 

 

 

                申請者 

                 名 称 

                 営業所所在地 

                 代表者氏名              

                    （署名又は記名押印） 

 

早 島 町 長 様 

 

 

 

 

 

 



様式第７号（第９条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

指定工事店証書換え交付申請書 

 

早 島 町 長 様 

 

 

申 
 

請 
 

者 

指定番号 第       号 

ふ  り が  な 
指定工事店名 

（名  称） 
 

ふ  り が  な 
代表者氏名 

 

 

  

営業所所在地 
 

  電話  （    ） 

〔変更の内容及び理由〕 

 

 

 

 

 

 

 〔添付書類〕 

 １ 変更の事実を証する書類 

 ２ 指定工事店証 

 

 



様式第８号（第１０条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

指定工事店証再交付申請書 

 

早 島 町 長 様 

 

 

申 
 

請 
 

者 

指定番号 第       号 

ふ  り が  な 
指定工事店名 

（名  称） 

 

ふ  り が  な 
代表者氏名 

 

 

  

営業所所在地 

 

 

電話  （    ） 

 〔理由及び経過説明〕 

 

 

 

 

 

 

 〔添付書類〕 

 １ 住民票（法人の場合は代表者のもの） 

 ２ 履歴事項全部証明書及び定款の写し（法人の場合） 

 ３ 指定工事店証（き損した場合） 

 



様式第９号（第１３条関係） 

  年  月  日 

 

指定工事店（廃止・休止・再開）届出書 

 

早 島 町 長 様 

 

届出者 住 所 

 

氏 名             

 

 下水道条例第５条の８の規定に基づき，下水道排水設備指定工事店として事業の（廃

止・休止・再開）の届出をします。 

 

申 
 
 

請 
 
 

者 

指定番号 第       号 

ふ  り が  な 
指定工事店名 

（名  称） 

 

ふ  り が  な 
代表者氏名 

 

営業所所在地 

 

 

電 話    （    ） 

 〔理 由〕 

 

 

 

 

 〔添付書類〕 

 １ 指定工事店証（廃止の場合） 

 



様式第１０号（第１２条関係） 

  年  月  日 

指 定 工 事 店 変 更 届 出 書 

早 島 町 長 様 

                指 定 番 号      第      号 

                指定工事店（名称） 

                    電話 

                代表者氏名                  

 

 下記のとおり変更を生じたので，早島町下水道排水設備指定工事店規則第１２条第１項

の規定により届け出ます。 

異動事項 新 旧 

   

   

   

   

   

 （注）異動事項欄には，下表の欄から該当するものを選んで記入すること。 

異動事項 添 付 書 類 

組  織 

（役員の変更を含む） 
履歴事項全部証明書・定款の写し（法人のみ），誓約書 

名  称 
履歴事項全部証明書・定款の写し（法人のみ），指定工事店証，

指定工事店証書換え交付申請書 

代表者 

履歴事項全部証明書・定款の写し（法人のみ），指定工事店証， 

身分証明書，住民票の写し，納税証明書（完納証明書も可），

誓約書，指定工事店証書換え交付申請書 

 

営業所移転 

履歴事項全部証明書（法人のみ），指定工事店証， 

営業所所在地の土地建物の固定資産税評価証明書（土地・建物

登記事項証明書でも可）又は土地建物貸借契約書の写し（建物

については，貸主の評価証明書又は建物登記事項証明書）， 

営業所の平面図及び付近見取り図，写真， 

営業所仮移転 営業所の平面図及び付近見取り図，写真 

責任技術者の専属 責任技術者証，雇用関係を証する書類，誓約書 

電話番号  

住居表示の変更 
住居表示の変更のわかる書類（変更後の住民票あるいは変更後

の履歴事項全部証明書も可）,指定工事店証 



（参考） 

  年  月  日 

 

指定工事店指定辞退届出書 

 

早 島 町 長 様 

 

届出者 住 所 

氏 名             

 

 下水道条例第５条の規定に基づき，下水道排水設備指定工事店として指定の申請をしま

したが，都合により指定を辞退します。 

 

申 
 
 

請 
 
 

者 

指定番号 第       号 

ふ  り が  な 
指定工事店名 

（名  称） 
 

ふ  り が  な 
代表者氏名  

営業所所在地 
 

電 話    （    ） 

 〔理 由〕 

 

 

 

 

※ この様式は，新規で申請書が提出され，指定日までに辞退があった場合のみ使用する。 

 手数料を徴収しているため，申請者から何らかの手続きが必要であると思料されるから

で通常は，廃止届か休止届で対応する。 


